
い
て
は
財
政
調
整
基
金
か
ら
の
取
り
崩

し
な
ど
で
対
応
し
て
お
り
、
当
初
予

算
編
成
後
の
財
政
調
整
基
金
は
、
約

25
億
２
、３
９
２
万
円
と
な
る
見
込
み

で
す
。

　

ま
た
、
普
通
会
計
の
市
債
残
高

見
込
額
は
、
前
年
度
末
と
比
べ
て

約
１
、
３
４
３
万
円
減
少
し
、
約

１
６
４
億
６
、４
０
４
万
円
の
見
込
み

と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
下
水
道
事
業
の

継
続
的
な
展
開
、
企
業
団
地
造
成
事
業

の
積
極
的
な
推
進
に
加
え
、
新
病
院
の

建
設
に
向
け
た
ハ
ー
ド
的
な
事
業
が

徐
々
に
開
始
す
る
こ
と
か
ら
、
市
全
体

の
市
債
残
高
は
、
前
年
度
末
と
比
べ
て

６
億
８
、９
４
９
万
円
の
増
加
と
な
る

見
込
み
で
す
。

内
処
理
で
き
る
よ
う
に
、
焼
却
時
間
の

延
長
に
対
応
し
た
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

か
も
め
の
改
造
工
事
を
し
ま
す
。

　

ご
み
減
量
に
取
り
組
ん
だ
上
で
、
こ

の
改
造
に
よ
り
、
長
船
地
区
の
可
燃
ご

み
も
、
か
も
め
で
焼
却
処
理
す
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

財
政
健
全
化
に
向
け
た
取
組
状
況

　

平
成
23
年
10
月
に
策
定
し
た
中
期
財

政
試
算
で
は
、
財
政
運
営
適
正
化
計
画

に
沿
っ
て
、
将
来
に
わ
た
り
持
続
可
能

で
安
定
し
た
財
政
運
営
基
盤
の
確
立
を

目
指
し
、
継
続
し
て
財
政
の
健
全
化
を

図
っ
て
い
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
事
務
事
業
の
見
直

し
や
内
部
管
理
経
費
の
削
減
な
ど
の

経
常
的
経
費
の
削
減
、
受
益
者
負
担

の
適
正
化
や
施
設
利
用
率
の
向
上
な

ど
の
収
入
の
確
保
に
積
極
的
に
取
り

組
ん
で
い
ま
す
。

基
金
お
よ
び
市
債
残
高
の
状
況

　

財
政
の
健
全
化
を
図
る
た
め
に
さ
ま

ざ
ま
な
取
り
組
み
を
行
っ
た
も
の
の
、

財
源
不
足
が
約
２
億
７
、３
２
０
万
円

と
な
っ
た
た
め
、
こ
の
財
源
不
足
に
つ

　

・
教
育
施
設
等
整
備
事
業

　
　
　
　
　
　
　
　

  

５
、２
１
６
万
円

　

老
朽
化
し
た
学
校
教
育
施
設
の
改
修

を
は
じ
め
、
ス
ポ
ー
ツ
公
園
な
ど
の
施

設
を
整
備
し
ま
す
。

　

・
小
児
医
療
費
等
給
付
事
業

　
　
　
　
　
　

 

１
億 
３
、３
０
０
万
円

　

医
療
費
を
中
学
生
ま
で
無
料
化
し
、

子
育
て
家
庭
を
支
援
し
ま
す
。

合
併
に
伴
う
主
な
施
策

　

総
合
計
画
お
よ
び
新
市
建
設
計
画
に

基
づ
き
な
が
ら
、
将
来
の
公
債
費
負
担

な
ど
財
政
状
況
を
鑑
み
、
優
先
度
を
考

慮
し
て
推
進
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の

事
業
は
、
財
政
的
に
有
利
な
合
併
特
例

債
な
ど
を
活
用
し
て
い
ま
す
。

　

・
新
市
民
病
院
建
設
事
業

　
　
　
　
　
　

 

２
億
８
、９
８
２
万
円

　

平
成
23
年
度
か
ら
26
年
度
に
か
け

て
、
医
療
と
福
祉
が
連
携
し
て
一
体
的

な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
地
域
包
括
ケ

ア
を
含
め
た
総
合
病
院
の
建
設
を
手
が

け
ま
す
。
ま
た
独
立
採
算
で
弾
力
的
な

運
営
が
で
き
る
地
方
独
立
行
政
法
人
に

移
行
す
る
準
備
を
進
め
ま
す
。

　

・
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
か
も
め
改
造
事
業

　
　
　
　
　
　

  

４
億
７
、１
８
２
万
円

　

市
全
域
の
可
燃
ご
み
の
焼
却
を
自
区

区分 効果額 主なもの

人件費の抑制 60.1

 ・特別職の給料カット継続
　（市長25％・副市長20％・教育
　長17％・病院事業管理者12％）
 ・職員数の削減

事務事業およ
び内部管理経
費の見直し

46.6
　・光熱水費の削減
　・イベント・行事の統合
　・各種補助金などの見直し

収入の確保 37.2
　　・企画展などによる博物館・
　美術館の入館料の増
　・基金運用による益

計 143.9

財政健全化に向けた取組状況
（経常的経費の削減などの効果）

基金残高の状況（普通会計） 市債残高の推移（普通会計）

単位：百万円
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※普通会計ベース（特別会計および事業会計に係るものは普通会計からの繰出額）

職員の給与状況市
　市職員の給与は、人事院の勧告やほかの地方自治体との均衡
を考慮して、条例で定められていますが、市民により一層のご
理解をいただくため、現在の状況をお知らせします。詳細は、
市のホームページに掲載しています。
■問い合わせ先　総務課　☎０８６９-２２ - ３９０９ 

５  職員の初任給の状況　H23.4.1 現在
区分 瀬戸内市 国

一般行政職
大学卒

円 円

172,200 172,200

高校卒 140,100 140,100

技能労務職 高校卒 137,200 ― 

６  職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　H23.4.1 現在

区分
経験年数

10 年 15 年 20 年

一般行政職
大学卒

円 円 円

237,529 278,967 337,233

高校卒 205,600 － 298,150

７  一般行政職の級別職員数の状況　H23.4.1 現在
区分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

計
標準的な職務内容 部長 課長・参事 課長補佐 係長・主幹 主査 主任 主事

職員数
人

8 33 25 31 34 41 33 205

構成比
％
3.9 16.1 12.2 15.1 16.6 20.0 16.1 100.0

８ 職員手当の状況（上水道・病院事業職員を除く全職員）
（１） 期末手当・勤勉手当　H23.4.1 現在

区　　分 6月期 12 月期 計
期末手当 月分 1.25 1.50 2.75
勤勉手当 月分 0.70 0.70 1.40

（３） 特殊勤務手当　H23.4.1 現在
支給実績（22年度決算） 3,153 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額（22 年度決算） 44,408 円
職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） 17.2%

手当の種類（手当数） 6
手当の名称 支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価
防疫作業手当 作業従事職員 感染病防疫作業 日額 1,000 円
犬猫死体処理手当 作業従事職員 犬猫等の死体処理作業 １体 1,000 円
行旅人死体取扱手当 作業従事職員 行旅死亡人の死体処理 １体 3,000 円
環境衛生手当 作業従事職員 クリーンセンター等での業務 月額 15,000 円

火葬業務手当 作業従事職員
火葬作業（平日） １体 18,000 円
火葬作業（土日・祝日） １体 25,000 円

消防業務手当 消防業務従事職員
休日等出勤 １回 300～ 500 円
救急出動等 １回 150～ 370 円

（４） 時間外勤務手当
支給実績（22年度決算） 56,508 千円

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 136 千円

11  部門別職員数の状況と主な増減理由 　

区分
職員数 対前年

増減数 主な増減理由
H22.4.1 H23.4.1

給
料

一
般
行
政
部
門

議会 5 人 5 人 0 人

総務 72 76 4 機構改革による増
税務 19 17 △ 2 事務の効率化による減
農林水産 10 7 △ 3 人事異動による減
商工 4 5 1 人事異動による増
土木 17 18 1 人事異動による増
民生 85 86 1 人事異動による増
衛生 27 27 0
計 239 241 2

教育部門 68 67 △ 1 人事異動による減
消防部門 69 69 0
小計 376 377 1

会
計
等
部
門

公
営
企
業

病院 77 76 △ 1 人事異動による減
水道 29 29 0
下水道 13 13 0
その他 25 25 0
小計 144 143 △ 1

合計 520 520 0

１ 人件費の状況（平成 22 年度普通会計決算）
住民基本台帳人口
（22年度末）

歳出額
A 実質収支 人件費

B
人件費比率
B/A

人 千円 千円 千円 ％

38,967 15,981,949 363,493 3,044,040 19.0
（注）人件費には市長・議員などの給料・報酬を含んでいます。

２  職員給与費の状況（平成 22 年度普通会計決算）
職員数
A

給与費 １人当たり給与費
B/A給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B

人 千円 千円 千円 千円 千円

375 1,263,588 199,466 474,405 1,937,459 5,167
（注）職員手当には、退職手当を含みません。また、職員数は平成 22 年 4月 1日現在の人数です。

３  一般行政職の給与水準（ラスパイレス指数の状況） 　H23.4.1 現在
瀬戸内市 県内 14 市平均（岡山市を除く）
94.4 99.0

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水
準を示す指数です。

（２） 退職手当　H23.4.1 現在
区　　分 勤続 20 年 勤続 25 年 勤続 35 年 最高限度額

　自己都合 月分 23.50 33.50 47.50 59.28
　勧奨・定年 月分 30.55 41.34 59.28 59.28
平成 22 年度 1人当たり平均支給額　自己都合 1,479 千円　勧奨・定年 24,366 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は平成22年度に退職した職員に支給された平均額です。

（５） その他の手当　H23.4.1 現在

手当名 内容及び支給単価 支給実績
（22年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（22 年度決算）

扶養手当 配偶者、子どもなどの区分により被扶
養親族 1人につき 6,500 円～ 13,000 円

千円 円

40,577 242,976
住居手当 借家のみ 12,000 円～ 27,000 円 22,351 302,040

通勤手当

　・交通機関利用者
　運賃の額に応じて最高 55,000 円まで
　支給
　・自動車などの使用者
　距離に応じて 2,000 ～ 24,500 円

22,125 60,950

管理職手当 職に応じて給料の 8～ 12％（注） 36,888 380,288
管理職員特別
勤務手当

管理職が緊急時、休日等に出勤した場合
1回上限 4,000 円、6時間超 6,000 円 12 12,000

宿日直手当 勤務場所に応じて 4,200 ～ 5,900 円 5,459 13,217
（注）平成20年度から平成22年度まで管理職手当の減額措置を行いました。（減額後支給率7.2～ 9.6％）

９ 特別職の報酬等の状況 　H23.4.1 現在
区分 給料月額 期末手当

給
料

市長
円 平成 22 年度支給割合 2.95 月分（6月期
1.4 月分、12 月期 1.55 月分）・加算措置
44％

660,000（880,000）
副市長 576,000（720,000）
教育長 531,200（640,000）

報
酬

議長 450,000 平成 22 年度支給割合 3.0 月分（6 月期
1.4 月分、12 月期 1.6 月分）・加算措置
15%

副議長 380,000
議員 350,000

（注）市長25％、副市長20％、教育長17％の減額措置を行っています。（　）は減額前の数値です。

10  定員管理の数値目標及び進捗状況 　H17.4.1 ～ H23.4.1 における定員管理の数値目標
職員数

増減数 増減率
H17.4.1 H23.4.1

人 人 人 ％

561 520 △ 41 △ 7.31

４  職員の平均年齢、平均給料月額の状況 　H23.4.1 現在
区分 平均年齢 平均給料月額

一般行政職
歳 円

42.0 310,500

技能労務職 52.9 288,600
（注）平均給料月額とは平成 23 年 4月 1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
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